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1. 概要 

本計算書は，ドライウェルの強度計算書である。 

ドライウェルは，設計基準対象施設のドライウェルを重大事故等クラス２容器として兼用す

る機器である。 

以下，重大事故等クラス２容器として，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明

書」及びⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の

基本方針」に基づき，ドライウェルの構造強度評価を示す。 

なお，本計算書においては，重大事故等時における荷重に対して，昭和 59年 9月 17日付け

59資庁第 8283号にて認可された工事計画の添付書類（参照図書(1)，(2)）（以下「既工認」と

いう。）に示す手法に従い構造強度評価を行う。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

ドライウェルの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ドライウェルは EL10100mm

以下においてコンクリートに

埋設されており，原子炉建物

及び原子炉建物基礎スラブと

一体となっている。 

 

上下部半球胴部円筒形の鋼

製容器（胴部内径 22800mm，

全高 mm）であり，板厚

は ㎜である。 

ドライウェル主フランジは

ドライウェルに取り付けられ

る，板厚 mmの鋼製構造物

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

（単位：mm） 

EL10100 

22800 

 

原子炉建物基礎スラブ 

原子炉建物 
ドライウェル 

Ａ部 

ドライウェル上ふた円筒胴 

ドライウェル 

主フランジ 

Ａ部詳細図 

（ドライウェル主フランジ詳細） 

φ9220 

 

 

 
 

ボルト 
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2.2 評価方針 

ドライウェルの応力評価は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」及び

Ⅵ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方

針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 評価部位」にて設定

する箇所において重大事故等時における温度，圧力による応力等が許容限界内に収まること

を，「4. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価

結果」に示す。 

ドライウェルの構造強度評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 ドライウェルの構造強度評価フロー 

 

 

2.3 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

・発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。））ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１-2005/2007）（以下「設計・建設規格」という。） 

 

  

ドライウェルの構造強度評価 

計算モデルの設定 

重大事故等による荷重 

理論式による応力計算 

重大事故等時における応力 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ フランジ外径 mm 

Ｂ フランジ内径 mm 

Ｃ ボルト穴中心円直径 mm 

Ⅾ 死荷重  ― 

Ⅾｉ 直径（ｉ＝1，2，3） mm 

ｇ０ ハブ先端の厚さ mm 

Ｇ ガスケット平均直径 mm 

Ｇｉ 内側ガスケット中心直径 mm 

Ｇｏ 外側ガスケット中心直径 mm 

ｉ 長さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

ＭＳＡ 機械的荷重（ＳＡ後機械的荷重） ― 

ＰＳＡ 圧力（ＳＡ後圧力） ―，kPa 

Ｒ ボルト穴中心円からハブとフランジ背面の交点までの 

半径方向の距離 

mm 

Ｒｉ 半径（ｉ＝1，2，3…） mm 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 3 に定める値 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 MPa 

Ｓｙ 計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 MPa 

Ｓｙ（ＲＴ） 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 40℃

における値 
MPa 

ＴＳＡ 温度（ＳＡ後温度） ℃ 

ｔｉ 厚さ（ｉ＝1，2，3…） mm 

σＨ ハブの軸方向応力 MPa 

σＲ フランジの半径方向応力 MPa 

σＲ’ ボルト穴の中心円におけるフランジの半径方向応力 MPa 

σＴ フランジの周方向応力 MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

圧力 kPa ― ― 整数位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

長さ mm ― ― 整数位＊1 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

ポアソン比 ― ― ― 小数点以下第 1位 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における許容引張応力，設計

降伏点及び設計引張強さは，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨

て，整数位までの値とする。 
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3. 評価部位

ドライウェルの形状及び主要寸法を図 3－1に，使用材料及び評価部位を表 3－1に示す。

Ⅾ１＝9220 Ⅾ２＝22800 Ｒ１＝8673 Ｒ２＝1656 Ｒ３＝790 

Ｒ４＝11400 １＝ ２＝ ３＝ ４＝

５＝ ６＝ ７＝ ｔ１＝ ｔ２＝

ｔ３＝ ｔ４＝ ｔ５＝

（単位：mm） 

図 3－1 ドライウェルの形状及び主要寸法（その 1） 

＊
1 

＊
2 

注記＊1：SGV480相当 

＊2：SPV490相当 
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① ドライウェル主フランジ ②ドライウェル上ふた円筒胴

Ａ＝ Ｂ＝9220 Ｃ＝ Ｄ3＝ Ｇ＝

Ｇｉ＝  Ｇｏ＝ ｇ０＝ Ｒ＝  ｔ６＝

ここに，Ｇ＝(Ｇｉ＋Ｇｏ)／2 Ｒ＝(Ｃ－Ｂ)／2－ｇ０

（単位：mm） 

図 3－1 ドライウェルの形状及び主要寸法（その 2） 

Ａ 

Ｒ 

φＤ3

φＤ3

Ｒ 

Ａ部詳細図 

φＡ 

φＣ 

φＢ 

 ｇ０ 

ｇ０ 

φＡ 

φＣ 

φＢ 

ｔ
６

ｔ
６

Ｂ 

φＧo

 φＧ 
φＧi 

Ｂ部詳細図 

1 

2 
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表 3－1 使用材料表 

 

 

評価部位 使用材料 備考 

ドライウェル 
SGV49 SGV480相当 

SPV50 SPV490相当 

ボルト SNCM439 ― 
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4. 構造強度評価 

4.1 構造強度評価方法 

(1) ドライウェルの構造強度評価として，ドライウェルに作用する自重及び圧力荷重を用い

て，参照図書(1)，(2)に示す既工認の手法に従い構造強度評価を行う。 

(2) 構造強度評価に用いる寸法は，公称値を用いる。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び供用状態 

ドライウェルの荷重の組合せ及び供用状態のうち，重大事故等対処設備の評価に用い

るものを表 4－1に示す。 

詳細な荷重の組合せは，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に従

い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

わせる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

 

4.2.2 許容応力 

ドライウェルの許容応力はⅥ-3-1-5「重大事故等クラス２機器及び重大事故等クラス

２支持構造物の強度計算の基本方針」に基づき，表 4－2 及び表 4－3 に示すとおりとす

る。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

ドライウェルの使用材料の許容応力評価条件のうち，重大事故等対処設備の評価に用

いるものを表 4－4に示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び供用状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1 供用状態 

原子炉格納 

施設 

原子炉格納 

容器 
ドライウェル 

重大事故等 

クラス２容器 
Ｄ＋ＰＳＡ＋ＭＳＡ 

(Ⅴ（Ｓ）-1) 

(Ⅴ（Ｓ）-2) 
重大事故等時＊2 

注記＊1：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表5－3の荷重の組合せのNo.を示す。 

＊2：重大事故等時として供用状態Ｄの許容限界を用いる。 
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表4－2 重大事故等クラス２容器の許容応力 

応力分類 

供用 

状態 

一次一般膜応力 一次膜応力＋一次曲げ応力 

重大事故 

等時＊
 

2/3・Ｓｕ 1.5×2/3・Ｓｕ 

注記＊：重大事故等時として供用状態Ｄの許容限界を用いる。 

 

 

表4－3 重大事故等クラス２耐圧部テンションボルトの許容応力 

応力分類 

供用 

状態 

平均引張応力 

重大事故 

等時＊
 

2/3・Ｓｕ 

注記＊：重大事故等時として供用状態Ｄの許容限界を用いる。 
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表4－4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

ドライウェル 

SGV49＊1 
周囲環境

温度 
200 － － 422 － 

SPV50＊2 
周囲環境

温度 
200 － － 545 － 

ボルト SNCM439 
周囲環境

温度 
200 ― ― 865 ― 

注記＊1：SGV480相当 

  ＊2：SPV490相当 
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4.2.4 設計荷重 

(1) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度

重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度は，Ⅵ-1-8-1「原子炉格納施設の

設計条件に関する説明書」より，以下のとおりとする。 

内圧ＰＳＡ 853 kPa（ＳＡ後） 

温度ＴＳＡ 200 ℃（ＳＡ後） 

(2) 死荷重

a. ドライウェルの自重  N 

b. ウェルディングパッド支持荷重  N 

4.3 計算方法 

4.3.1 応力評価点 

ドライウェルの応力評価点は，ドライウェルを構成する部材の形状及び荷重伝達経路

を考慮し，発生応力が大きくなる部位を選定する。選定した応力評価点を表 4－5 及び図

4－1に示す。 

表 4－5 応力評価点 

応力評価点番号 応力評価点 

Ｐ１ ドライウェル上ふた球形部とナックル部の接合部 

Ｐ２ 円筒部とナックル部の接合部 

Ｐ３ ナックル部と球形部の接合部

Ｐ４ 球形部の板厚変化部 

Ｐ５ 球形部と円筒部の接合部 

Ｐ６ 円筒部 

Ｐ７ 円筒部と球形部の接合部 

Ｐ８ 基部 

Ｐ９ ドライウェル主フランジ 

Ｐ１０ ボルト 
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図 4－1 ドライウェルの応力評価点（その 1） 
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図 4－1 ドライウェルの応力評価点（その 2） 

  

Ｐ１０ 

Ｐ９ 
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4.3.2 応力計算方法 

応力計算方法は既工認から変更はなく，参照図書(1)，(2)に示すとおりである。 

評価の概要を以下に示す。 

応力評価点Ｐ１～Ｐ８は，既工認の各荷重による応力を比倍（圧力比）し評価する。 

応力評価点Ｐ９，Ｐ１０は，ＪＩＳ Ｂ ８２６５(2003)「圧力容器の構造―一般事

項」附属書 3（規定）「圧力容器のボルト締めフランジ」及び附属書 5（規定）「金属面接

触フランジ」に基づいて評価する。 

 

4.4 計算条件 

応力計算に用いる荷重を，「4.2 荷重の組合せ及び許容応力」に示す。 

 

4.5 応力の評価 

「4.3 計算方法」で求めた応力が許容応力以下であること。 
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5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

ドライウェルの重大事故等時の状態を考慮した場合の構造強度評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を満足している。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価結果を表 5－1に示す。 

 



 

 

S2 補 Ⅵ-3-3-7-1-1 R0 

18 

 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 
荷重の 

組合せ＊ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

ドライウェル 

Ｐ１ 
ドライウェル上ふた球形部

とナックル部の接合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 223 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ２ 
円筒部とナックル部の 

接合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 202 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ３ 
ナックル部と球形部の 

接合部 
一次膜応力＋一次曲げ応力 374 545 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ４ 球形部の板厚変化部 一次膜応力＋一次曲げ応力 144 545 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ５ 球形部と円筒部の接合部 一次膜応力＋一次曲げ応力 222 545 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ６ 円筒部 
一次一般膜応力 289 363 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

一次膜応力＋一次曲げ応力 289 545 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ７ 円筒部と球形部の接合部 一次膜応力＋一次曲げ応力 222 545 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ８ 基部 一次膜応力＋一次曲げ応力 144 545 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

注記＊：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表 5－3の荷重の組合せの No.を示す。 
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評価対象設備 評価部位 応力分類 

重大事故等時 

判定 
荷重の 

組合せ＊ 
備考 算出応力 許容応力 

MPa MPa 

ドライウェル 
Ｐ９ 

ドライ 

ウェル主 

フランジ 

ハブの軸方向応力 σＨ 37 422 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

ボルト穴の中心円における 

フランジの半径方向応力 
σＲ’ 185 281 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

フランジの半径方向応力 σＲ 6 281 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

フランジの周方向応力 σＴ 1 281 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

組合せ応力 
(σＨ＋σＲ)／2 22 281 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

(σＨ＋σＴ)／2 19 281 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

Ｐ１０ ボルト 平均引張応力 397 576 ○ (Ⅴ（Ｓ）-1)  

注記＊：（ ）内はⅥ-1-8-1「原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」における表 5－3の荷重の組合せの No.を示す。 
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